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1.調査概要
総合都市研究第73号 2000
E 調査概要と標本の妥当性
一事業所の環境対策に関する調査(その 2) 
2. 回収率と標本の代表性
3.無回答率と所在地域・業種・従業員規模
4.標本のプロフイール
5.結論
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要約
本稿は「事業所の環境対策に関する調査」の調査概要と実施方法について概括し、標本
の代表性と無回答率の検討を通じて回収された標本の妥当性を検討した。さらに、事業所
の基本的な属性変数に関する集計を行い、その分布状態を確認した。まず、標本の代表性
に関しては、調査票の回収状況が事業所の所在地域や業種、従業員規模によって影響を受
けていないことが検証された。また、無回答率の分析では、事業所の経営形態(下請けか
否か)に関する質問において23区外の事業所が区内の事業所に比べて無回答である割合が
多いという結果を得た。標本のプロフィールとしては、標本抽出枠を従業員数10人以上に
設定していたにもかかわらず、本調査の時点では9人以下となっている事業所が多く見ら
れた。これは、標本抽出元である台帳の作成年と調査実施年の数年間に、景気の後退等の
影響で事業所の規模が縮小された結果と考えられる。
1.調査概要
1. 1 母集団の設定
本調査の目的は、現代社会において注目されて
いる様々な環境問題と関連する産業廃棄物の処
理・処分状況と、リサイクル等の環境対策がどの
程度実施されているのかを明らかにするとともに、
現在実際に行われている環境負荷低減措置や今後
の導入予定、環境に関する経営方針についても調
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査することにより、環境対策に関する事業所の現
状を実証的に把握することである。
以上のような目的に基づき、本調査では母集団
を、東京都内にある電気機械器具製造業に分類さ
れる事業所のうち、従業員数日人以上の工場・作
業所と設定した。電気機械器具製造業は、工業系
製造業の中でも大きな比率を占めており、全体的
な動向を把握するうえで中心的な業種ということ
ができる O また、その製造過程において排出され
る廃棄物の処理・処理方法は社会的にも注目され
ていることから、本研究の対象として妥当である
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といえよう。一般に、事業所の環境対策の中には、
設備投資などの面からある程度の規模が必要なも
のも含まれるため、母集団に含む事業所の従業員
数は10人以上とした。
1. 2 サンプリング方法
標本の抽出は、平成8年(1996年)に実施され
た「事業所・企業統計調査J(総務庁統計局)に基
づき作成された事業所名簿から行った。事業所名
簿には、事業所の所在地や従業員数、資本金や組
織形態など、「事業所・企業統計調査」で用いられ
ている質問項目の情報が含まれており、これらを
母集団の設定条件とすることができる O 本調査で
は、上記のような母集団の設定に基づき、東京都
内にある電気機械器具製造業に分類される事業所
のうち、従業員数10人以上の工場・作業所4，319ケ
スーから、 600ケースを単純無作為抽出法により抽
出した九
1. 3 調査の実施方法
調査票の配布・回収は、 1999年7月上旬から 8
月中旬にかけて郵送法により行った。郵送調査の
問題点のーっとして、調査票の囲収率の低さが指
摘されている。特に、企業・事業所を対象とした
調査の場合、回収率は個人を対象とするよりもさ
らに低くなることが考えられる O その理由として、
郵送の段階では実際に記入する回答者を特定する
ことが難ししまた、調査票の内容によって 1人、
あるいは 1つの部署では回答が不可能な場合があ
ることなどが挙げられるO 本調査の場合、調査対
象地が東京都全域と広範囲なため、効率性の点か
ら郵送法を選択したが、それに伴う回収率の低さ
を克服するために、以下のような方法を用いた。
まず、調査票を郵送した後日、対象事業所に連絡
し、調査票の到着確認と調査協力の依頼、あわせ
て実際に調査票に記入する担当者と所属部署を特
定する作業を行った。そして、調査票の再送や督
促は可能な限りその担当者と直接連絡をとること
を心がけ、各事業所とより綿密な関係を構築する
こととした。このような方法をとることにより、
通常の郵送調査よりも作業量は増えたが、後に触
れるように事業所を対象とした郵送法としては、
非常に高い回収率を得ることができたと考えられ
る。
2.回収率と標本の代表性
抽出標本数600ケースのうち、返送された調査票
は316票(返送率52.7%)であった。そのうち、白
紙の調査票、調査対象地外への転出、業種・業態
変更による非該当票18ケースを除いた有効回収率
は49.7%(298ケース)である。回収率を左右する
要因は、調査トピックや調査の実施方法など様々
であるが、先に述べたように、企業・事業所を対
象とした郵送調査の低回収率が指摘されている中
で、本調査が得た回収率は好ましい結巣と考えて
よいだろう。
回収された標本が設定した母集団を代表してい
るかどうかを確認するためには、まず標本の基本
的な属性について母集団と一致するかを確認する
必要がある。しかし、本調査では、調査対象を従
業員規模や事業所の形態といった細かな条件を用
いて選択したため、母集団に関するデータを得る
ことができないので、回収された有効票の母集団
に対する代表性を検証することはできない。そこ
で、ここでは回収された有効票が、事業所名簿か
ら無作為抽出によって選ばれた標本をどの程度正
確に反映しているかを確認することにする。具体
的には、事業所の所在地域や業種、従業員規模が
調査票の回収状況に影響を与えているかどうかを
検証する O
以下の表は、事業所の所在地域別 (23区内・外)、
業種別(日本標準産業分類(小分類))、従業員数
別の有効回答数と、カイ二乗検定の結果であるm。
表 1 地域別の回収状況
欠票 有効回答 合計
23区外 146(46.6%) 167(53.4%) 313 
23区内 156(54.4%) 131(45.6%) 287 
メ口う、2口it 302 298 600 
カイ二乗値=3.560(pミー05)
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表2 業種別の回収状況
産業用電機械器具製造業
民生用電気機械器具製造業
電気照明器具製造業
通信機械器具製造業
電子計算機製造業
電子応用装置製造業
電気計測器製造業
電子部品・デバイス製造業
その他
合計
カイ二乗値=7.281(p孟.05)
表3 従業員規模別の回収状況
欠票 有効回答 合計
10-19人 155(55.2%) 126(44.8%) 281 
20-29人 51(44.7%) 63(55.3%) 114 
30-49人 47(49.5%) 48(50.5%) 95 
50-99人 27(47.3%) 30(52.6%) 57 
100人以上 22(41.5%) 31(58.5%) 53 
合計 302 298 600 
カイコ乗値=5.926(p主.05)
まず、有効回収率の分布をみていこう。地域別
の分類では、 23区外のほうが53.4%と区内よりも回
収率が高いことが示されている。また、産業分類
別にみた有効回収率では、電気照明器具製造業が
58.8%と最も高く、逆に電子応用装置製造業が
40.0%と最も低い結果であった。従業員数の規模別
では、 19人以下のグループで44.8%と有効回収率が
最も低く、 100人以上のグループで58.8%と最も高
い。ただし、 100人以上のグループに次いで有効回
収率が高いのは20-29人のグループで、必ずしも規
模別の順序に沿って一貫した回収率の傾向がある
わけではない。
次に、標本の代表性について、カイ二乗検定の
結果をみてみると、いずれの基本的な属性による
分類も有意で、はないことから、ここで用いた事業
所の属性は有効回答数に影響を与えていないとい
える。事業所の所在地域別にみた場合、有効回答
率は区内よりも区外のほうがやや高かったが、検
欠票 有効回答 合計
57(45.2%) 69(54.8%) 126 
13(59.1%) 9(40.9%) 22 
14(41.2%) 20(58.8%) 34 
28(45.2%) 34(54.8%) 62 
17(45.9%) 20(54.1%) 37 
27(60.0%) 18(40.0%) 45 
18(48.6%) 19(51.4%) 37 
114(54.5%) 95(45.5%) 209 
14(50.0%) 14(50.0%) 28 
302 298 600 
定の結果、これは本質的な差ではないことが明ら
かになった。また、事業所の業種別にみた有効回
答の状況(表2)でも、カイ二乗値が有意ではな
いことから、事業所の業種と回収された有効票の
分布には関連がない、すなわち、抽出された標本
の状態は業種の違いによって歪められていないこ
とが明らかになった。同様に、従業員規模別にみ
た有効回答の状況をみた場合(表3)でも、カイ
二乗値の有意水準は 5%以上となっており、従業
員規模と有効回答の分布には関連がないことが示
されている。
よって、これらの 3変数(事業所の所在地域、
業種、従業員規模)に関して、回収された有効票
はほぼ抽出された標本と一致するといえるだろう。
つまり、得られた標本がこれらの要因によって歪
められている可能性は極めて小さいということが
できる。
3.無回答率と所在地域・業種・従業員規
模
前章では、各事業所の所在地域、業種、従業員
規模別に、回収状況を確認し、回収された有効票
と抽出標本の比較を行ってきた。その結果、本調
査において回収された有効票が、抽出標本をほぼ
反映できていることが確認された。ここでは、そ
れら基本的な属性変数に関して、標本の代表性と
いう観点ではなく、調査票に対する回答という点
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から属性による歪みがないかどうかを確認する。
具体的には、本調査の質問項目の中で、無回答率
が高かったいくつかの項目について、所在地域、
業種、従業員規模別に、無回答率を比較すること
により、ある属性を有することが回答に対する妨
げとなっていなし、かどうかを検証する。
本調査において、無回答率が高かった項目は、
(問 4b)事業所の形態(下請けか否か) (無回答
率:17.1%)、(問 9)環境対策を進めるきっかけ
(27.2%)、(問10)環境対策を進めるうえでの障害
(16.8%)、(問11)環境対策の情報源 (12.8%)、(問
14)特別管理廃棄物の管理状況 (18.5%)、(問20)
I8014001を取得することのメリット (12.8%) の
5項目であった%以下の表は、これらの質問項目
について、所在地域、業種、従業員規模別に平均
無回答率を算出したものである。なお、ここでは、
回収された有効票における属性との関連を検討す
るため、各属性について1999年の調査から得られ
た情報を用いることとする。
表4 地域別の回収状況
無回答率
問4b 問9 問10 問11 問14 問20
23区外 22.1% 29.8% 17.4% 11.5% 2.併も 14.5% 
23区内 13.2% 25.1% 16.09も 13.8% 15.仰も 11.4% 
表5 業種別の無回答率
無回答率
問4b 問9 問10 問11 問14 問20
産業用電機械器具製造業 23.2% 30.4% 20.3% 13.0% 21.7% 11.6% 
民生用電気機械器具製造業 11.1% 22.2% 22.2% 22.2% 0.(0)， 0.0% 
電気照明器具製造業 10.0% 40.仰も 25.0% 15.0% 40.0% 25.仰4
通信機械器具製造業 14.7% 14.7% 14.7% 11.8% 8.8% 11.8% 
電子計算機製造業 0.0% 10.併も 10.0% 10.(0)， 20.0% 5.0% 
電子応用装置製造業 5.6% 33ωも 11.1% 5.6% 16.7% 16.7% 
電気計測器製造業 15.8% 31.6% 5.3% 10.5% 15.8% 5.3% 
電子部品・デバイス製造業 17.仰6 27.4% 16.8% 13.7% 18.9% 14.7% 
その他 42.9% 35.7% 21.4% 14.3% 7.1% 14.3% 
表6 従業員数別の無回答率
無回答率
問4b 問9 問10 問11 問14 間20
0-9人 20.3% 35.6%。 20.3% 18.6% 25.4% 13.6% 
10-19人 15.6% 31.1% 13.3% 13.3% 14.4% 7.8% 
20-29人 7.仰も 20仰6 18.6% 9.3% 30.2% 16.3% 
30-49人 27.3% 31.8% 22.7% 13.6% 18.2% 25.肪6
5(ト99人 15.ゆ6 20.0% 15.仰も 5.0% 15.仰も 10.0% 
100人以上 16.7% 11.9% 11約自 9.5% 7.1% 7.1% 
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各質問項目ごとに無回答率の分布をみてみると、
問4b (下請けか否か)に関しては、 23区内より
も区外の事業所の方が無回答の場合が多い。また、
業種では、いずれの小分類にも属さないその他の
電気機械器具製造業で無回答が多く、従業員数で
は30-49人の規模で最も高い割合となっている。問
9 (環境対策のきっかけ)の無回答の傾向は、区
内よりも区外の事業所で、また、電気照明器具製
造業で無回答の割合が高くなっている。従業員数
については、 10-19人の層で無回答が多い。問10
(環境対策の障害)における無回答は、地域別には
他の項目と同様に区外で多く、業種では問9同様
に電気照明器具製造業が25%と最も高い。問11
(環境対策の情報源)の無回答は、区外よりも区内
の事業所の方で多く、業種では民生用電気機械器
具製造業で多い。また、従業員数では、 9人以下
の事業所が最も多く無回答としている。問14(特
別管理廃棄物の処分方法)は、区内よりも区外の
事業所のほうが無回答としている場合が多い。業
種については、電気照明器具製造業で無回答が最
も多い。従業員数では問11と同じく 9人以下の事
業所で無回答が多い。問20(18014001取得のメリ
ット)の無回答は、区外の事業所に多く、他のい
くつかの項目と同様に電気照明器具製造業で無回
答が多い。従業員数としては30-49人の層で無回答
が多くなっている。
以上のような傾向を踏まえた上で、事業所の基
本的な属性変数が各質問の無回答率に対して本質
的に影響を与えているか否かを検証するために、
属性変数を独立変数、無回答率を従属変数とした
分散分析を行った。その結果、問 4b (下請けか
否か)の無回答率が事業所の所在地域によって異
なることが明らかになった (F値=4.189p<.05)。
つまり、問 4bについては、 23区外の事業所の方
が区内の事業所よりも無回答とする場合が多いと
いえる。このことから、下請けか否かという事業
所の経営形態を分析に用いる際には、標本の回答
に上記のような偏りがあることに注意して解釈す
ることが必要である。
一方、その他の質問項目については、分散分析
によって有意な差がみられなかったことから、無
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回答が多いことの要因として、事業所の属性とい
うよりも、質問の順序や質問文のワーデイングの
問題である可能性が高いといえよう針。
4.標本のプロフィール
最後に、本調査で得られた標本の基本的な属性
に関して、その分布を確認しておこう。表7から
表9は、事業所の所在地域 (23区内・外)、業種、
従業員規模に関する構成比である。
表7 所在地域
23区外
23区内
???
?
? ?
??
?????
表8 業種
度数 % 
産業用電機械器具製造業 69 23.2 
民生用電機械器具製造業 9 3.0 
電気照明器具製造業 20 6.7 
通信関連器具製造業 34 11.4 
電子計算機製造業 20 6.7 
電子応用装置製造業 18 6.0 
電子計測器製造業 19 6.4 
電子部品・デバイス製造業 95 31.9 
その他 14 4.7 
表9 従業員規模
度数 % 
9人以下 59 19.8 
10-19人 90 30.2 
20-29人 43 14.4 
30-49人 44 14.8 
5(ト99人 20 6.7 
100人以上 42 14.1 
所在地域では、 23区外の事業所が56%とやや多
い。業種では、電子部品・デバイス製造業、産業
用電気機械器具製造業、通信機械器具製造業の割
合が多く、これらの業種のみで全体の 4分の 3以
上を占めている。従業員数については、 10-19人の
18 総合都市研究第 73号 2000
表10 業種別の従業員規模
9人以下 10-19人
産業用電機械器具製造業 12(17.4%) 23(33.3%) 
民生用電気機械器具製造業 5(55.6%) 2(22.2%) 
電気照明器具製造業 6(30.側) 6(30.ゅの
通信機械器具製造業 3( 8.8%) 9(26.5%) 
電子計算機製造業 2(10.0%) 6(30.似合)
電子応用装置製造業 3(16.7%) 5(27.8%) 
電気計測器製造業 1( 5.3%) 8(42.1%) 
電子部品・デバイス製造業 22(23.2%) 27(28.4%) 
その他 5(35.7%) 4(28.6%) 
事業所が最も多く、全体の 3割近くを占めている。
次いで、 9人以下の事業所が2割弱となっている。
ただし、本調査では、標本抽出の際に従業員数に
関して10人以上の事業所を母集団としていること
から、この 9人以下となっているカテゴリーにつ
いては母集団を代表しているものではない。標本
抽出元である事業所・企業統計調査が実施された
1996年時点では、従業員数が10人以上だった事業
所が、過去3年間で規模を縮小した結果と考えら
れるが、分析に際してはこの点に留意する必要が
ある九
表10は事業所の業種別にみた従業員規模の分布
である。部分的にセル度数が小さいことから単純
な割合の比較は難しいが、多くの業種は従業員数
10-19人のカテゴリーを中心に分布している O その
中でも、民生用電気機械製造業、電気照明器具製
20-29人 30-49人 50-99人 100人以上
7(10.1%) 9(13.0%) 8(11.6%) 10(14.5%) 
O( o.仰の 1(11.1%) O( 0.(010) 1(11.1%) 
5(25.0%) 1( 5.仰の 1( 5.仰の 1( 5.仰の
5(14.7%) 2( 5.9%) 4(11.仰の 11(32.4%) 
2(10仰の 2(10.仰の 2(10.仰の 6(30.仰の
4(22.2%) 4(22.2%) 1( 5.6%) 1( 5.6%) 
3(15.8%) 3(15.8%) O( O.仰の 4(21.1%) 
16(16.8%) 18(18.併合) 4( 4.2%) 8( 8.4%) 
1( 7.1%) 4(28.6%) O( O.仰の O( 0.0%) 
造業、電子部品・テゃパイス製造業に分類される事
業所はどちらかというと規模が小さいほうに分布
しており、一方、産業用電気機械器具製造業、通
信機械器具製造業、電子計算機製造業は従業員数
100人以上のカテゴリーにも比較的多くの事業所が
みられる。
最後に、事業所の立地状況と、業種、従業員数
の関係を確認しておこう。まず表11は業種別の立
地状況を示したものであるo
事業所全体としては、住宅地域、工業地域がそ
れぞれ44.5%、4l.8%と同じ程度に分布している。
業種別にみると、民生用電気機械器具製造業、電
気照明器具製造業、電気計測器製造業では半数以
上の事業所が住宅地域に立地しているのに対して、
電子応用装置製造業や電子部品・デバイス製造業
では工業地域に立地している場合が多い。ただし、
表11 業種別の立地状況
主に住宅地域 主に工業地域 その他
産業用電機械器具製造業 30(44.1%) 25(36.8%) 13(19.1%) 
民生用電気機械器具製造業 7(77.8%) 1(11.1%) 1(11.1%) 
電気照明器具製造業 11(57.仰の 5(26.3%) 3(15.8%) 
通信機械器具製造業 14(41.29色) 14(41.2%) 6(17.6%) 
電子計算機製造業 11(55.仰の 7(35.0%) 2(10.仰の
電子応用装置製造業 8(44.4%) 10(55.6%) 0(0.0%) 
電気計測器製造業 11(57.仰の 6(31.6%) 2(10.5%) 
電子部品・デバイス製造業 36(38.7%) 48(51.6%) 9(9.7%) 
その他 2(16.7%) 6(50.0%) 4(33.3%) 
合計 130(44.5%) 122(41.8%) 40(13.7%) 
注)立地状況の「その他」には商業地域、緑地等が含まれる。
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表12 従業員規模別の立地状況
主に住宅地域 主に工業地域 その他
9人以下 27(48.2%) 18(32.1%) 11(19.6%) 
10-19人 40(45.5%) 36(40.側) 12(13.6%) 
20-29人 16(37.2%) 17(39.切の 10(23.3%) 
30-49人 23(53.拐の 17(39.5%) 3(7.仰の
50-99人 11(55.ゅの 9(45.仰の 0(0.仰の
100人以上 13(31.仰の 25(59.5%) 4(9.5%) 
前述したように、業種の構成比が、電子部品・デ
バイス製造業、産業用電気機械器具製造業、通信
機械器具製造業の3業種に偏っており、それら以
外の業種についてはセル度数が小さいことに留意
する必要がある。
表12は、同じく事業所の立地状況を従業員規模
別に示したものである。表11でも確認したように、
事業所全体として住宅地域に立地しているケース
が多いことから、従業員規模別にみた場合でも、
ほとんどの規模で住宅地域に立地している事業所
のほうが多い。住宅地域より工業地域に立地して
いる事業所が多いのは、従業員規模が100人以上で
ある大規模な事業所においてのみであった。
5.結論
本稿では、まず始めに調査概要と実施方法につ
いて述べ、次に標本の代表性と無回答率の検討を
通じて、回収された有効票の妥当性を確認し、最
後に基本的な属性変数に関する分布の集計を行っ
た。まず、標本の代表性に関しては、事業所の所
在地域や業種、従業員規模によって回収状況が影
響を受けていないことが検証された。よって、こ
れら事業所の基本的な属性に関しては、回収され
た有効票は母集団から無作為に抽出された標本を
反映していると判断してよいだろう。無回答率の
分析では、無回答の多かった質問の中で部分的に
事業所の所在地域によって無回答率が異なるとい
う結果を得た。具体的には、事業所の経営形態を
尋ねる質問(下請けか否か)で、 23区外の事業所
が区内の事業所に比べて無回答である割合が多い
という結果が示された。よって当該の質問項目を
用いて分析する際には、この点を勘案して結果を
考察しなければならない。
標本のプロフイールとしては、従業員数が本調
査の時点で9人以下となっている事業所が多く見
られた。これは、標本抽出元である台帳の作成年
と調査実施年の数年間に、景気の後退等の影響で
事業所の規模が縮小された結果と考えられる。本
調査では母集団を設定する際に調査対象として含
まれる事業所の従業員数を10人以上としているの
で、この従業員数9人以下というカテゴリーの数
値は母集団を代表していない。データ分析、およ
び結果の解釈の際には、このことに留意して慎重
に行う必要がある。
?
1)実際のサンプリング作業は、(財)統計情報研究開
発センターが提供している「平成8年事業所名簿抽
出サービス」を利用した。
2 )ここでの所在地域、業種、従業員数はいずれも標本
の抽出元である事業所名簿が作成された1996年時点
における各事業所の属性である。本調査を実施した
1999年との間に数年の間隔があるため、特に変動が
生じやすいと予想される従業員数などについては、
現時点と異なっている可能性がある。ただし、ここ
では設定した母集団に対して各属性ごとにどの程度
回収されているかを確認するという目的から1996年
時点の対象事業所の属性を用いた。
3)それぞれの項目の質問文・選択肢は以下の通りであ
る。『間4b:事業所の形態(下請けか否か)I貴事業
所は次のどれに当てはまりますか。 a、bのうちから
1つずつ選び、 0をつけて下さい。J[a. 1.親会社/2.
子会社/3独立企業1[ b. 1.下請け/2.下請けでないu
『問9:環境対策を進めるきっかけ「貴事業所が、環
境対策を進めるきっかけとして、以下の中から最も
近いもの 1つにOをつけて下さい。J[1.市民の環境
意識の向上/2各種環境法の策定、施行/3.国内の公
害・環境問題の深刻化 /4.国際的な環境規格の普及
20 総合都市研究第 73号 2000
(例;18014001など) /5.他企業からの影響 /6.企業
イメージの向上 /7.その他1.r問11:環境対策の情
報源「貴事業所が環境対策を進めるにあたって、参
考にすることが最も多いと思われる情報源 1つにO
をつけて下さい。J[1.マスメディア /2.行政からの指
導/3.業界団体、取引先の方針/4.コンサルタント業
の意見 /5.学者・専門家の意見 /6.その他Ur問14: 
特別管理廃棄物の管理状況「貴事業所における特別
管理廃棄物(廃酸、廃アルカリ、廃油など)の管理
状況として、次の中から当てはまるものすべてにO
をつけて下さい。J[1.処理・処分業者の許可証等を
確認している /2.処理・処分業者と契約を交わして
いる /3.廃棄物管理票(マニフェスト票)を使用し
ている /4.特別管理廃棄物の自社内保管・処理を行
っている /5.特別管理廃棄物は排出していない1.
f問20: 18014001取得のメリット「貴事業所にとっ
て、 18014001を取得することの主要なメリットはど
のようなことだと思われますか。次の中から最も近
いもの 1つにOをして下さい。J[1.企業イメー ジの
向上/2.国際的な取引上の有利さ /3.取得後の経費削
減 /4国内競争力の強化 /5地球環境への貢献 /6.親
会社との関係 /7その他 /8メリットはあまりない/
9それについてよく知らないu
てしまった可能性が考えられる。また、ワーデイン
グの点では、特に環境対策を進めていない場合には、
きっかけを尋ねられでも回答できないと認識された
り(問 9)、 18014001の取得を考えていない場合に
はメリットを考えること自体が難しい(問20) とい
うことも考えられるだろう。
4)例えば、質問の順序としては、マルチアンサ一方式
による質問の後であったことから、複数の選択肢を
回答してしまい、コード化の際に無回答と処理され
5 )標本抽出時の1996年と本調査実施時の1999年の 2時
点で、所在地域、業種、従業員規模に違いがある事
業所の有無を確認するために集計したところ、所在
地域、業種についてはほとんどの事業所が2時点問
で一致していたが、従業員数については多くの事業
所が異なっていることが明らかになった。回収され
た有効票のうち 2時点とも従業員数の規模区分が向
ーカテゴリーに分類されていた事業所は141ケース
(47.3%)で、残りの50%を越える事業所は所属カテ
ゴリーが変わっていた。増減の方向を考慮すると、
2時点間で所属カテゴリーが変化した157の事業所
のうち、約739もの115ケースが減少方向に変化してい
た。なお、各規模カテゴリーに 1点から 6点 (1996
年は 2点から 6点)の得点を与えて数値化し、平均
の差の検定 (t検定)を行った場合、両年間の平均値
に有意な差はないという結果をえた。また、そのよ
うに数値化した従業員規模の両年間の相関係数は
0.536で、これは 1%水準で有意であった。よって、
基本的には両年間の従業員規模の分布形に違いはな
いといえる。
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This paper describes the procedure of the survey of companies regarding their environmental 
policies. After evaluating the validity of the sample acquired， it provides a summary of the da回加d
the discussion of the results.官leanalysis found that the return rate of the mailed questionnaires 
were not influenced by the characteristics of companies， i.e.， location， industry， and size， indicating 
an unbiased representation of the acquired sample. However， the non-response rates on some 
questions varied according to the location of companies. Companies located in Greater Tokyo， for 
example， are less likely than those in Central Tokyo to respond to the question about the type of 
business operations. The comparison of the sampling frame and the acquired sample showed a 
decrease in the number of employees， especially in small companies， within a short period 
between the time of sampling and the actual survey. This is thought to be reflection of the e百ects
from the country's recent economic decline. 
